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事業名
（箇所名）

設楽ダム建設事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
中部地方整備局

担当課長名 泊 宏

実施箇所 右岸：愛知県北設楽郡設楽町松戸　　左岸：愛知県北設楽郡設楽町清崎

該当基準 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

事業諸元 重力式コンクリートダム、堤高約129m、総貯水容量9,800万m3、有効貯水容量9,200万m3

事業期間 昭和53年度実施計画調査着手/平成15年度建設事業着手/平成38年度完成予定

総事業費
（億円）

約2,400 残事業費（億円） 約1,784

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・豊川では、これまで幾度も洪水による被害を受けてきた。 戦後最大の洪水として記録された昭和44年8月洪水では、旧一宮町（現豊川市）の江
島地区で破堤するなどし、全壊流失7棟、半壊･床上浸水919棟、床下浸水838棟などの甚大な被害が発生した。
・豊川放水路の整備（昭和40年完成）や狭窄部の改修工事（昭和62年完成）などを実施してきたが、近年でも、平成6年9月、平成15年8月、平成23
年9月などに浸水被害が発生している。
・豊川用水地域では、度々渇水が発生しており、近20年（H8～H27）で14回の取水制限が実施された。
・近年でも、平成25年には54日間の長期にわたって、最大取水制限率40%の取水制限が実施された。

＜達成すべき目標＞
・洪水調節、流水の正常な機能の維持、かんがい、水道

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

洪水調節に係る便益：
　年平均浸水軽減戸数：325戸
　年平均浸水軽減面積：110ha
流水の正常な機能の維持に関する便益：
　流水の正常な機能の維持に関して設楽ダムと同じ機能を有するダムを代替施設とし、代替法を用いて計上

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成28年度

B:総便益
(億円)

3,834
EIRR
（％）

8.6

残事業の
投資効率
性

B:総便益
(億円)

3,169 C:総費用(億円) 1,152 B/C 2.8

C:総費用(億円) 1,852 B/C 2.1 B-C 1,982

2.1
資産（-10%～+10%） 2.6 2.9 2.0 2.2

事業の効
果等

・洪水調節：設楽ダムの建設される地点における計画高水流量1,490m3/sのうち、1,250m3/sの洪水調節を行う。

・流水の正常な機能の維持：下流の既得用水の補給等流水の正常な機能の維持と増進を図る。

・かんがい：愛知県東三河地域の農地約17,200haに対するかんがい用水として、新たに0.339m3/s（年平均）の取水を可能とする。

・水道：愛知県東三河地域の水道用水として、新たに0.179m3/sの取水を可能とする。

・河川整備計画の目標規模の大雨が降ったことにより想定される浸水が発生した場合、想定死者数は約30人、最大孤立者数は約8,600人と推定
されるが、整備を実施することで想定死者数は約5人、最大孤立者数は約990人に低減される。

・河川整備計画の目標規模の大雨が降ったことにより想定される浸水が発生した場合、国道1号等の主要道路で交通途絶が発生するが、整備を
実施することで国道1号等の交通途絶は解消される。

社会経済
情勢等の
変化

・新東名高速道路等の交通網整備により、今後益々の発展が期待される地域となっている。
・流域の人口（3市1町）は、約59万人であり近年横ばいとなっているが、世帯数は増加している。
・豊川の水と温暖な気候の恵みを受け、露地野菜や果物、園芸作物などの農業が盛ん。
・三河港周辺の臨海工業地帯では自動車産業を中心とした工業生産活動が行われている。

感度分析

残事業（Ｂ／Ｃ） 全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 2.6 3.0 2.0 2.2
残工期（+10%～-10%） 2.7 2.8 2.0

事業の進
捗状況

昭和53年 4月　実施計画調査着手
平成11年12月　豊川水系河川整備基本方針策定
平成13年11月　豊川水系河川整備計画策定
平成15年 4月　建設事業着手
平成18年 4月　豊川水系河川整備計画一部変更
平成20年10月　設楽ダムの建設に関する基本計画告示
平成21年12月　検証の対象とするダム事業に選定
平成26年 4月　平成26年4月 国土交通大臣による対応方針「継続」の決定(H26.4.25)

・ダム検証において、平成26年4月に国土交通大臣による事業を「継続」とする対応方針が決定され、その後、工事用道路及び付替道路の工事を
鋭意進めている。
・平成27年12月には生活再建者の全124世帯と家屋移転の契約が完了している。
・平成29年3月末（見込み）までに事業費約616億円を投資。進捗率約26%（事業費ベース）

事業の進
捗の見込
み

・設楽ダムの建設に関する基本計画（第1回変更）の告示を実施する。
・平成28年度より、本体着手に向けて転流工に新規着手する。
・地元、関係機関と調整を図り、付替県道設楽根羽線等の工事を実施する。

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

＜コスト縮減＞
・学識経験者等の委員で構成する、「設楽ダム事業費等監理委員会」を平成20年8月に設置し、各年度の予算と事業内容、コスト縮減策等につい
て意見を頂いている。これまでのコスト縮減に加えて、引き続き、設計段階や施工段階において工法の工夫や新技術の積極的な採用など、事業
監理に努める。

＜代替案立案等の可能性＞
・設楽ダム建設事業の検証に係る検討において、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき、「洪水調節」、「流水の
正常な機能の維持」、「新規利水」 について、目的別の総合評価を行った結果、最も有利な案はいずれも「設楽ダム案」と評価している。

＜再評価＞
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対応方針
理由

・事業の必要性・重要性に変化はなく、費用対効果等の投資効果も確保されているため、事業を継続することが妥当である。

その他

＜愛知県の意見・反映内容＞
「対応方針（原案）」に対して異議ありません。
なお、今後詳細設計及び施工を進める中で、事務事業の合理化・効率化を図り、一層のコスト縮減への配慮をお願いします。

対応方針 継続
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設楽ダム建設事業　位置図

新東名高速
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